





























































































































































































































































































































































































































568．3 506．7 449 810 1，023
世界銀行@　　（借款）
@　　（註2） 341．0 320．7 409．2
183．6 186．7 260 283 309
第二世銀
@　　（借款） 0．5 24．7 56 124 222




176．7 124．5 259 299米州開発銀行
@　　（借款）
@　　（註3） 4．9 37．5 141 198
通産省，経済協力の現状と門題点，1962，1963，1964年より作成
（註1）各金融機関別に上段は援助供与約束額，下段は援助実行額を示す。
（単位100万ドル）
（註2）世界銀行に対する返済額は，1961年は12，270万ドル，1962年は13．830万ドル。
（註3）1961，1962年度の数字は社会進歩信託基金からの融資を除く。
1963年度の援助供与約束額の内訳は一般融資1了9百万ドル，特別基金からの融資33百万ドル，
社会進歩信託基金からの融資47百万ドルである。
同様に1964年度の援助供与約束額の内訳はそれぞれ164百万日目，
である。
49百万ドル，86百万ドル
1965年6月末における世界銀行の融資約束額の累計は8，954百万ドル，　その融資実行額は
6，590百万ドルに達する。同様に国際金融公社の累計はそれぞれ137百万ドル，93百万ドル
におよんでいる。
　3．先進工業国の発展途上国に対する資金援助の近時の動同ないしそこに見られる問題
点について若午：考察しよう。前にかかげたOECD諸国から発展途上および国際機関に対す
る援助供与の数字から知られることは，1956年以来援助総額は一時的なダウンはあったが
増加を示しているが，1961年における90億ドルをピークとしてその後停滞している。これ
が一時的な停滞であるか否かは1963年以降の動きをみなければ早急には断定できないであ
ろうが，この場合考えられることは，アメリカの国際収支の悪化が重大化して以来，その
ドル防衛策からアメリカ国内における対外経済援助に対する再検討がその援助を停滞させ
ていることである。1962年における国別援助額についてみると，アメリカが総額で45億ド
ル，56％を占め，フランス，17％，イギリス，10％，西ドイツ，8％，日本，3．4％，イ
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タリア，3．3％となっており，アメリカの比重が従来に比して低下していることである。
対外援助の必要性はこれを認めつつも，その援助効果について反省批判が行なわれている。
（東京銀行調査月報，「最近の低開発国援助の動向と問題点」，1964年11月）
　かかる援助の頭打ち傾向を内容的にみた場合，政府資金と民間資金との援助で，前者が
大幅に増大したのに対し，後者はその金額で殆んど停滞を示しており，援助総額の中で占
める割合は減退している。従って民間資金援助の停滞ないし減少がその原因となっている
ことが理解される。
　さらに従来，二国間援助が援助総額の約90％を占めていたが，このうち贈与より借款へ
の傾向が強くなっている。このことは被援助国側の返済を義務づけることになり，援助資
金の効率的使用を促進するうえで有効であるが，　これは同時に被援助国側の対外債務の負
担を増大させることとなっている。従って借款条件の緩和について被援助国側から強い要
請となってあらわれている。
　援助条件についてみれば，返済期限，貸付利率，借款使用条件についての問題がある。
全般的に長期借款の割合が増加しつつあり，貸付利率についても低利化の傾向がみられる。
また被援助国の立場からみれば，借款による物資調達がいわゆるuntied　aidが要望され
ている。すなわち援助国または特定範囲の国に限定されることなく，発展途上国側の自由
な選択による物資調達の方が好都合であるが，近年むしろtied　aidの傾向が高まってい
る状態にある。1962年のDAC諸国の援助はその約3分の2がtied　aidである。特にア
メリカは1963年の国際収支特別教書で新規援助の大部分をこの方式によって行なわんとす
る方針を強調している。
　国際金融機関を通ずる開発途上にある国への資金供与も，前にかかげた表の示すごとく，
漸次増大しつつある。このうち世界銀行の資金供与額がもっとも大きいが，第二世銀が融
資条件の大幅な緩和によって，試供与国の資金需要の増大に対応し，融資可能資金の不足
から増資が問題となり，1963年9月の世界銀行総会で先進工業国による75，000万ドルの増
資決定をみている。
　国際金融公社の融資も品濃に伸びており，世界銀行総会においても世銀グループの業務
改善について検討がつづけられた。国際金融機関の活動を強化してゆこうとするのがその
基本方針で，米州開発銀行についても中南米における融資活動は増加している。一方アフ
リカ開発銀行も地域的開発機構の一環としてその業務を開始したが，さらにアジア開発銀
行もその設立がすすめられている。
　アジア開発銀行については，1960年2月バンコックにおけるエカフェ第16回総会の席上，
タイによって地域経済協力の具体策として，貿易金融を中心とする地域開発銀行の設立が
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示唆されたことにはじまる。ここではアジア開発銀行の設立の経過，設立協定等について
ふれておきたい。（前掲日銀調査月報，昭和40年8月）1963年3月マニラにおける第19回エカ
フェ総会において，地域経済協力促進の具体策検討に関し，閣僚会議を開催し，貿易およ
び産業開発のための協力促進が決議され，それによってインド，フィリッピン，イラン，
ニュージーランド，イギリス，フランス，メキシコよりなる七人委員会が開催され，地域
的な工鉱業プロジェクトに融資する域内国の出資による地域開発銀行の設立が提案された。
　ついで1963年10月，バンコックにおけるエカフェ域内貿易促進会談において，アジア開
発銀行設立の必要性が確認され，同年12月，マニラにおけるアジア経済協力閣僚会議で，
開発銀行設立についての具体案作成のため専門家委員会の設置が定められた。
　専門家委員会は日本，インド，イラン，フィリッピン，タイ，インドネシア，パキスタ
ン，ニュージーランドの8ケ国のほか，米州開発銀行および国際金融公社の代表も参加し，
1964年10月，バンコックにおいて，アジア開発銀行の基本構想を検討した。
　この専門家委員会の報告は，1965年3月ウェリントンで開催されたエカフェ第21回総会
に提出され，アジア開発銀行の設立をエカフェの最優先議題として取りあげた。この会議
で開発銀行の定款案作成にあたる諮門委員会の新設が決定した。
　諮門委員会は日本，インド，イラン，タイ，マレーシア，フィリッピン，南ベトナム，
パキスタン，セイロンの域内9ケ国よりなる専門家で構成され，同年6月バンコックに参
集し委員会開催の後，銀行設立に関し域内国の意向聴取，また域外先進国および国際金融
機関に対する協力要請のため各国を歴訪した。
　アジア開発銀行の設立に関するエカフェの開催した会議の経過は以上のごとくであるが，
開発銀行は10億ドルの出資を予定していた。このうち域内各国から6億ドル，残余を域外
先進国からの出資を期待するものであった。わが国は域内最大の出資国として2億ドルを
引受け，積極的協力の態度を示してきた。この間アメリカも2億ドルの出資の意向を表明
し，積極的参加の姿勢を示した。
　アジア開発銀行の構想はすでに述べたごとく，早くからあったが，アジア諸国の殆んど
が開発途上国である関係から出資以上に融資への期待が強く，その機構について深い関心
がもたれてきた。従ってそれだけに，本店の自国内誘致や，総裁の選出，投票権など，融
資活動の方針とともに重要課題であった。本店所在地についてもすでに，東京，マニラ，
テヘランなど7都市からその誘致の意思が表示されていた。1965年12月，マニラにおける
18ケ国からなるエカフェ閣僚会議でマニラに決定するところとなった。　「開発途上国の問
題はすべて開発途上国の主導権で解決すべきである」という基本的態度によって東京誘致
が実現しなかったが，このことはわが国のアジア低開発地域に対する従来の経済協力につ
いて，大きな反省を迫るものであった。
　ともあれ本店所在地の決定によって重大な懸案が解決し，設立協定は1966年9月末まで
に各国で批准の運びになる筈であるが，授権資本の65％以上を代表する15ケ国（うち域内
地域開発銀行について 11
国が10ケ国）以上が批准すれば発効する。その厳威加盟国から一人つつだされた総務会の
第一回会合で理事を選出し，銀行業務の開始日が決定する予定である。銀行業務の準備は，
諮問委員会で準備委員会をつくって進められる。
　マニラにおける閣僚会議において，本店所在地の決定，銀行定款の調印が行なわれたが，
このようにアジア開発銀行の設立が具体化するに至ったことについては勿論そこにそれだ
けの背景があったことは当然である。
　現在東南アジア諸国において，意欲的な経済開発計画がすすめられている。かかる経済
開発計画の推進にあたって先進国の経済協力が必要であり，そのための役割を果たすもの
として地域開発銀行の存在が有効である。経済開発計画が自国の工業化を目ざしてすすめ
られていることから，計画相互間の調整は行なわれていない。このことはアジア地域全体
についてみれば，投資の重複を招いている。将来は市場の課題が工業化の阻害要因として
表面化することも考えられよう。各国が経済開発計画を相互に調整することは長期的観点
から必要である。このような域内経済協力をはかるうえから，中心的機関となる地域開発
銀行を設けることは，同種の地域開発銀行である，中南米における米州開発銀行，あるい
はアフリカ開発銀行の実情からみても十分必要と考えられることである。域内経済協力の
中枢としてアジア開発銀行を設立し，域外資金を受入れ域内外資金をプールして，投資の
調整をはかることは全体的見地から効果的である。
　東南アジア諸国が過大な入口をかかえ，その経済成長が，高率の人口増加に吸収され，
一人当りの国民所得の伸びが低く，先進工業国との格差は拡大する傾向がある。　したがっ
て工業化を促進し，経済成長率を高めるためにも経済開発計画を積極的に促進する要があ
る。そのための開発資金を如何にして調達するか。発展途上国における国内貯蓄が不十分
である以上，外国資金に依存せぎるを得ない状況にある。南北閥題が世界的な課題として
大きくクローズアップしてきた今日，アジア地域の経済開発計画における域内経済協力機
構として開発銀行のもつ意義は重要である。
　つぎにアジア開発銀行の設立協定の要旨について見ればつぎのごとくである。
　銀行の目的・任務
　銀行の目的とするところはアジア地域の経済成長と経済協力の育成により，域内低開発
地域の経済開発を個別的にまた全体的に促すことにある。この目的のために，域内の政府
および民間投資の促進，経済開発計画の立案，実施とその計画に対する融資についての技
術援助，発展途上国の調和のとれた経済開発に対する融資を行ない，かつ国連その他の国
際機関との協力を任務とする。
　加　盟　国
　開発銀行への加盟資格はエカフェの加盟国および準加盟国のほか，域内国と域外先進国
（いずれも国連または専門機関の加盟国）に与えられている。このように加盟国の資格を
広げているのは，銀行が可能な限り多額の資金を調達せんがためである。域内で加盟が予
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定されているのは，アフガニスタン，イラン，インド，オーストラリア，’ ﾘ国，カンボジ
ア，セイロン，台湾，タイ，日本，西サモア，ニュージーランド，ネパール，パキスタン，
フィリッピン，マレーシア，南ベトナム，ラオスの諸国である。準加盟国としては，香港
およびブルネイ，域外先進国で加盟が予想されるものは，アメリカ，イギリス，オランダ
等で共産圏諸国は不参加の模様である。
　銀行の資本
　銀行の授権資本額は10億ドルとし，必要に応じ増資する。うち6億ドルを域内加盟国か
ら，4億ドルを域外加盟国からの出資に期待する。授権資本金のうち，5億ドルを払込資
本金，残余を請求可能資本金とする。
　払込資本に対する各加盟国の払込みは20％ずつ5回払込みとする。最初の払込みは原則
として設立協定の発効後30口以内とし，第2回以後は，協定発効時から一年目ごとに払込
む。かつその払込みは50％を金または交換可能通貨，残余を加盟国の自国通貨によること
とした。
　銀行は資金調達手段として，請求可能資本金の範囲内で借入れを行なうことができる。
この場合，請求可能資本金は銀行の借入れ，債券発行などの担保となり，銀行がそれら債
務の返済のために，加盟国に請求して払込ませることになる。
　銀行の業務
　銀行の業務は通常資金による通常業務と特別基金による特別業務からなる。
　銀行の業務は特定プロジェクトへの融資を原則とするが，国の開発銀行などに対する貸
付またはそれに対する保証もできる。
　銀行は払込み資本の10％をこえない額の特別基金を設けることができる。また銀行の目
的に合致した特別基金の運営の委託を引受けることができる。特別基金は通常業務より長
期，低利の貸付や保証などに使用される。
　融資先は政府，政府機関，公社あるいは民間会社などで，既存金融機関の活動を補完し，
域内の開発のための農工鉱業など生産部門に重点をおいている。運輸通信など大規模な融
資，教育，社会開発部門などのプロジェクトについては特別基金のごとき資金が入手され
た場合考慮：される。通常資金がコマーシャル・ベースにもとずいて供与されるに対し，ア
ジア地域の後進性から長期，低利の資金供給の必要なところがら，特別基金によるソフト
・ローンを行なう可能性が与えられている。いずれにしても域内外から可能な限りの資金
を確保するため，また限られた資金の効率的使用をはかるため健全経営主義を貫かんとし，
元利支払能力がある・と認められるプロジェクトに対し融資する。
　銀行の組織・運営
　銀行の機構として総務会，理事会，総裁，一名または複数の副総裁，および必要なi数の
役員，職員をおく。
　総務会は各加盟国の代表1名をもって構成され，銀行の最高意思決定機関であり，新旧
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盟国の承認，増資，加盟国の資格停止，協定改定などの権限をもつ。理事会は総務会で選
出した域内7名，域外3名の計10名で構成し，銀行業務の運営にあたるものである。
　総裁は銀行の基本的性格から域内加盟国から選出されることになっており，任期は5年
である。副総裁は総裁の推薦により理事会が任命する。
　投票権については，総投票権数は基本票と比例票からなるが，基本票は総投票権数の20
％を加盟国に均等に分配し，比例票は各加盟国の出資株数と同数の票となっている。
　以上アジア開発銀行の協定内容についてみたが，アジア開発銀行には他の地域開発銀行
とは異なったそれなりの特質がある。一言にしていえばアジア人によるアジアのための開
発銀行という点であろう。出資額の60％を域内国で拠出し，総裁もアジア人の中から選出
することにそれはあらわれている。
　アジアは国連が一つの統一した地域として扱っているが，まとまった地域とするには構
成が複雑である。地域経済協力を必要とするにもかかわらず，経済的には同質のグループ
ではない。その殆んどが発展途上国であるが，開発の程度，開発の方向など多くの相異が
あり，このなかでアジア開発銀行をして地域的開発金融機関たらしめるところにアジア諸
国の願望がある。アジア諸国の主導権のもとに運営せらるべきことは当初からの構想であ
り，またそれは当然望まれるべきあり方であった。ただ域内諸国の出資能力には自ら限ら
れるものがあるから，広く資本を導入するために域外先進国からの参加を求めてきた。同
じく地域開発銀行といっても低開発国のみで構成され，したがって授権資本額も2．5億ド
ルと比較的に少額であるアフリカ開発銀行とも異なり，またアメリカの主導権のもとにあ
る米州開発銀行とも異なるものがある。アジア開発銀行の投票権はすでに述べたごとく基
本票は20％，比例票が80％となっており，世界銀行や米州開発銀行に比して基本票の割合
が大きく，アジア諸国の全投票権は65％をもつようになっている。
　アジア開発銀行が域内発展途上国の経済開発の促進のために農工鉱業に対する融資，保
証，投資など信用供与とともに，開発計画の立案ないし技術援助を行なうものであるが，
域内の先進国である日本，オーストラリヤ，ニュージーランド等は直接受益国とはならな
い。しかし長期的にみれば，アジア地域全体の経済開発がすすめば，貿易を通じてその利
益が伸張することになろう。アジア開発銀行がまずなによりも域内発展途上国の経済開発
の促進にあれば，それは南北問題の解決にも一歩前進するものである。ベトナムにおける
現在の状態からみても，域内における政治的対立，域外からの政治的影響が開発銀行の本
来の運営に障害をもたらさ凍よう政治的介入が極力排除されなければならない。
　アジア開発銀行の本店がマニラに決定したことは，二回にわたるエカフェ閣僚会議をマ
ニラで開催したことにみられるように，フィリッピンが強力に誘致に動いたこともさりな
がら，日本の誘致の動きがフィリッピンより後手に回り，しかも本店誘致とならんで総裁
をも求める動きもあって，それに象徴されるわが国の態度にエカフェ諸国の警戒心を惹起
したと考えられる，戦後のわが国は激動するアジア情勢の中で自国経済の復興と発展のた
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めにその力を集中し，驚異的な経済成長をとげた反面アジアの連帯意識に疑念がもたれ，
その孤立的な態度が経済協力を求めるエカフェ域内諸国の失望を招来したと考えられる。
この点わが国の域内先進国としての経済協力のあり方に再検討が望まれるところである。
援助の国民所得に対する比率は1964年のDAC諸国の平均0．96％に対しわが国のそれは0．45
％である。これを1％に引上げるとすればその財政負担，国際収支への影響は大きいもの
があろう。わが国の経済協力に対する基本的な態度について十分な考慮を要するところで
あるが，アジア開発銀行の発足に際して，同行の政策決定の上でわが国のもつ比重の重要
性からも，アジア開発銀行の地域開発金融機関としての運営に重大な責務をもつものであ
るQ
